
 静岡県教職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成30年３月28日 

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

静岡県条例第31号 

   静岡県教職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

静岡県教職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和32年静岡県条例第17号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（特殊勤務手当の種類） 

第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりと

する。 

(1)～(4) （略） 

 

（多学年学級担当手当） 

第３条 多学年学級担当手当は、小学校又は中

学校の２以上の学年の児童又は生徒で編制さ

れている学級を担当する職員（教職員給与条

例第８条第１項に規定する調整額表の適用を

受ける職員及び教職員給与条例第９条第１項

の規定の適用を受ける職員を除く。 ）が、教育

委員会が別に定める時間数以上当該学級にお

ける授業又は指導に従事したときに支給す 

る。 

２ （略） 

（特殊業務手当） 

第５条 特殊業務手当は、小学校、中学校、高

等学校又は特別支援学校に勤務する職員のう

ち、その属する職務の級が教職員給与条例第

５条第１項に規定する高等学校等教育職給料

表又は中学校小学校教育職給料表の特２級、

２級又は１級である者が次に掲げる業務に従

事した場合において、当該業務が心身に著し

い負担を与えるものとして人事委員会規則で

定める程度に及ぶときに支給する。 

 

 (1)～(5) （略） 

２ 前項の手当の額は、１日につき、次の各号

（特殊勤務手当の種類） 

第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりと

する。 

(1)～(4) （略） 

(5) 死体処理手当 

（多学年学級担当手当） 

第３条 多学年学級担当手当は、小学校、中学

校又は義務教育学校の２以上の学年の児童又

は生徒で編制されている学級を担当する職員

（教職員給与条例第８条第１項に規定する調

整額表の適用を受ける職員及び教職員給与条

例第９条第１項の規定の適用を受ける職員を

除く。 ）が、教育委員会が別に定める時間数以

上当該学級における授業又は指導に従事した

ときに支給する。 

２ （略） 

（特殊業務手当） 

第５条 特殊業務手当は、小学校、中学校、義

務教育学校、高等学校又は特別支援学校に勤

務する職員のうち、その属する職務の級が教

職員給与条例第５条第１項に規定する高等学

校等教育職給料表又は中学校小学校教育職給

料表の特２級、２級又は１級である者が次に

掲げる業務に従事した場合において、当該業

務が心身に著しい負担を与えるものとして人

事委員会規則で定める程度に及ぶときに支給

する。 

 (1)～(5) （略） 

２ 前項の手当の額は、１日につき、次の各号



に掲げる業務の区分に応じ、当該各号に定め

る額とする。 

 (1)・(2) （略） 

(3) 前項第２号の業務 4,250円 

 (4) 前項第３号の業務 4,250円 

 (5) 前項第４号の業務 3,200円 

 (6) （略） 

（教育業務連絡指導手当） 

第６条 教育業務連絡指導手当は、小学校、中

学校、高等学校又は特別支援学校の教諭、養

護教諭又は栄養教諭のうち、当該学校を所管

する教育委員会が地方教育行政の組織及び運

営に関する法律（昭和31年法律第162号）第33

条第１項の規定に基づき定めた教育委員会規

則に規定する主任等で、次の各号に掲げる学

校の区分に応じ当該各号に掲げるもの（３学

級未満の学校に置かれる生徒指導主事、進路

指導主事、学科主任、農場長及び寮務主任並

びに６学級未満の学校に置かれる研修主任 

（中学校にあっては、３学級未満の中学校に

置かれるものに限る。 ）、生徒指導主任、保健

主事、図書主任、総務主任及び自立活動主任

並びに３学級未満（小学校及び中学校にあっ

ては、２学級未満）の学年に置かれる学年主

任を除く。 ）の職務を担当する教諭、養護教諭

又は栄養教諭が、当該担当に係る業務に従事

したときに支給する。 

 

 

(1)・(2) （略） 

 

 

 

(3)・(4) （略） 

２ （略） 

 

に掲げる業務の区分に応じ、当該各号に定め

る額とする。 

(1)・(2) （略） 

(3) 前項第２号の業務 5,100円 

 (4) 前項第３号の業務 5,100円 

 (5) 前項第４号の業務 3,600円 

 (6) （略） 

（教育業務連絡指導手当） 

第６条 教育業務連絡指導手当は、小学校、中

学校、義務教育学校、高等学校又は特別支援

学校の教諭、養護教諭又は栄養教諭のうち、

当該学校を所管する教育委員会が地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法

律第162号）第33条第１項の規定に基づき定め

た教育委員会規則に規定する主任等で、次の

各号に掲げる学校の区分に応じ当該各号に掲

げるもの（３学級未満の学校に置かれる生徒

指導主事、進路指導主事、学科主任、農場長

及び寮務主任並びに６学級未満の学校に置か

れる研修主任（中学校及び義務教育学校の後

期課程にあっては、３学級未満の中学校及び

義務教育学校の後期課程に置かれるものに限

る。 ）、生徒指導主任、保健主事、図書主任、

総務主任及び自立活動主任並びに３学級未満

（小学校、中学校及び義務教育学校にあって

は、２学級未満）の学年に置かれる学年主任

を除く。 ）の職務を担当する教諭、養護教諭又

は栄養教諭が、当該担当に係る業務に従事し

たときに支給する。 

(1)・(2) （略） 

(3) 義務教育学校 教務主任、学年主任、生

徒指導主事、進路指導主事、研修主任、生徒

指導主任及び寮務主任 

(4)・(5) （略） 

２ （略） 

 （死体処理手当） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

（支給額の減額） 

第７条 （略） 

（委任） 

第８条 （略） 

   附 則 

 

１ （略） 

 

 

２ （略） 

 

３ （略） 

第７条 死体処理手当は、職員が災害対策基本

法（昭和36年法律第223号）第２条第１号に規

定する災害に対処するため死体の収容等の作

業に従事したときに支給する。 

２ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日

につき、1,000円（心身に著しい負担を与える

と人事委員会が認める作業に従事した場合に

あっては、当該額にその100分の100に相当す

る額を加算した額）とする。 

（支給額の減額） 

第８条 （略） 

（委任） 

第９条 （略） 

   附 則 

 （施行期日） 

１ （略） 

 （静岡県職員の特殊勤務手当に関する条例の

一部改正） 

２ （略） 

 （経過措置） 

３ （略） 

（緊急災害対策本部が設置された非常災害に

対処するための死体処理手当の特例） 

４ 第７条第２項の規定にかかわらず、職員が

災害対策基本法第28条の２第１項に規定する

緊急災害対策本部が設置された非常災害に対

処するため第７条第１項に規定する作業に従

事した場合において人事委員会が定めるとき

の死体処理手当の額は、作業に従事した日１

日につき、2,000円（心身に著しい負担を与え

ると人事委員会が認める作業に従事した場合

にあっては、当該額にその100分の100に相当

する額を超えない範囲内において人事委員会

が定める額を加算した額）とする。 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 



 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第２条の改正、第８条を第９条とし、第７条を第８条とし、第６条の次に１条を加える改正、附則第

１項に見出しを付する改正、附則第２項に見出しを付する改正、附則第３項に見出しを付する改正及び

附則に１項を加える改正 公布の日 

(2) 第３条、第５条及び第６条の改正 平成30年４月１日 


